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【調査研究の概要】 

・本プロジェクトは、日本の原子力政策に多大な影響を及ぼす米国の対日原子力政策や米国国内の原子力・再処

理の現状について調査し、原子力エネルギーをめぐる日米外交のパイプを拡大すべく、両国で働きかけを行う。 

・米国では原発は既に斜陽産業とも認識されており、米国にも原発に慎重な議員や専門家、市民団体も存在する。

特に日本の使用済み核燃料の再処理・プルトニウムの大量蓄積については、大統領補佐官を含む多くの政府関

係者・研究者等が直接間接に懸念を示してきた。 

・日米の原発慎重派、再処理慎重派へ情報と討論の場を提供し、脱原発・脱再処理に向けた新たな影響力を作り

出すことを目指している。また、メディアの恣意的な情報選択という問題点についても指摘・分析し、情報の

流通を是正することをも目的としている。 

・日米において進めてきた 3 年間の調査研究の成果を、書籍により発表した。その成果を基盤に、シンポジウ

ムを開催し、また、講演依頼を受けたり、取材を受けて新聞や雑誌に記事が掲載されたりするなど、世論喚起

にも尽力した。 

【調査研究・研修の経過】 

2016 年 4 月－7 月・前期までの調査の継続（インタビュー調査・文献調査等） 

7 月－9 月・中間報告書となる岩波ブックレットを執筆（プロジェクトチーム） 

         ・本プロジェクトの研究成果を含む単行本の執筆（猿田佐世） 

10 月   ・ブックレット『アメリカは日本の原子力政策をどうみているか』出版 

・『新しい日米外交を切り拓く 沖縄・安保・原発・TPP、多様な声をワシントンへ』出版 

10 月―現在・書籍の販促や､講演、雑誌等への執筆活動を通じながら 2018 年原子力協定満期に向けた世

論への働きかけ 

・米国への働きかけの計画・準備（要請文作り・米国研究者との連携方法の検討・打ち合わ

せ・米国議会への働きかけの方法の検討） 

2017 年 2 月   ・「日米原子力協力協定と日本のプルトニウム政策国際会議 2017」開催 団体協力 

         ・「アメリカは日本の原子力政策をどうみているか」出版記念シンポジウム開催 

【今後の展望など】 

＜2017 年度前半＞さらに調査を掘り下げるための、調査対象・方法等の検討・絞り込み／米調査に向けた日本

国内における準備・文献調査・インタビュー／原子力協定満期を良い契機ととらえた日米における世論喚起／上

記を可能にするための米議会情勢・ステークホルダー等についての調査／提言の作成・英語版作成／米国専門家

との連携・米議会への働きかけ（2017 年 7 月中旬訪米予定） 

＜2017 年度後半＞米国における米研究者・米連邦議会議員・米政府関係者への調査実施／米ワシントンにてシ

ンポジウムを開催／日米メディア・日米議員への働き掛け 
 

会 計 報 告 書 の 概 要 （金額単位：千円） 充当した資金の内訳 

支 出 費 目 内  訳 支出金額 
高木基金の 

助成金を充当 

他の助成金 

等を充当 
自己資金 

資料費  書籍購入費 50 50 0 0 

印刷費 シンポジウム用資料印刷・報告書出版 50 50 0 0 

協力者謝礼等 登壇者謝礼 30 30 0 0 

人件費 2人×5万円（本プロジェクト分）×12か月 360 360 0 0 

その他 
日米における通信費、シンポジウム（日本国内） 

運営費※ 
30 30 0 0 

合   計 520 520 0 0 

※ 米国における企画は 2017年度に持ち越して行う計画（2017年 7月中旬にも訪米予定）。 
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・猿田佐世（2016）『新しい日米外交を切り拓く 沖縄・安保・原発・TPP、多様な声をワシントンへ』、集英社 
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助成金額 80万円 

連絡先など info@nd-initiative.org 

助成のテーマ 米国政府・政界・学会等における原子力エネルギー政策の検証：連携の可能性を求めて 



 活動目的 
日本の原子力政策に影響を与える米国の対日政策
や米国内の原発・再処理の現状について調査・研究
を行う。研究結果に基づき、両国で働きかけを行う。 
 

 問題意識 
米国の対日原子力政策について、日本では米原発推
進派の声が多く報道され、日本の原発・再処理維持
の一要因となっている。 

   →日本で報道される「米国の声」の偏り  
 



●原発は斜陽産業 

・原子力発電は経済的でない 

・シェールガス革命 

・廃棄物の処理方法がない 

 

●多くの米専門家・政府関係者は日本の再処理反対 

・約48トンもの余剰プルトニウムを抱える日本を問題
視 

・「日本は核兵器を選択肢として考えているのか」 

 
 

 



 2018年に満期を迎える協定の想定される今後の展開 

1. 自動延長（協定第１６条） 

2. 協定を延長する法的手続きをとる 

3. 現行協定の改訂（新たな協定を締結） 
 

2018年に向けた議論 

 米国内の議論はほとんどなし（1988年のトラウマ） 

 日米同盟を優先（中国の脅威に備える必要性） 

 自動延長の可能性が高い 

 ＊プルトニウム問題の対応 →協定改定以外の手段をとる 



原発関連 
 ・専門家 

 知日派 

核不拡散派 





 菊池三郎（元もんじゅ所長） 
 遠藤哲也（元原子力委員会委員長代理、元外務省） 
 秋山信将（一橋大学教授） 
 坂田東一（元ウクライナ駐箚特命全権大使） 

 太田昌克（共同通信論説委員） 
 伊原智人（元経産省） 
 田窪雅文（核情報主宰） 

 伴英幸（原子力資料情報室） 
 松久保肇（原子力資料情報室）  
 大林ミカ（自然エネルギー財団・事業局長） 

 鈴木達治朗（前内閣府原子力委員会委員長代理） 
 吉田文彦（元朝日新聞論説副主幹）        肩書は当時 



調査団団長：鈴木達治朗（現長崎大学核兵器廃絶研究セン
ター長・教授、前内閣府原子力委員会委員長代理） 

 Charles Ferguson (全米科学者連盟） 

 Scott Kemp (MIT) 

 Sharon Squassoni (CSIS上級フェロー） 

 Ryan Schaffer (マンスフィールド研究財団） 

 Steven Fetter (元ホワイトハウススタッフ） 

 Frank von Hippel (プリンストン大学名誉教授） 

 James Acton (Carnegie Endowment for International 
Peace)ら総勢16名と面会 

 





 

 

 

 



 

 

 

 

 

 
2015年11月7日朝日新聞 

 

 

                  2015年11月25日毎日新聞 



『アメリカは日本の原子力政策をどうみているか』 
 岩波ブックレット          
                 原子力・放射線カテゴリベストセラー１位獲得   

  
                 
 第一章 日米原子力協定 
 第二章 米国の原子力政策 
 第三章 再処理をめぐる日米関係 
 第四章 3・11後の米国からの影響 
 第五章 2018年、日米原子力協定はどうなるか 

                 
 





●「日米関係を揺るがすプルトニウム――脱原発と核燃料再処 

 理の国際政治をめぐって」雑誌『世界』2016年8月号（岩波書店） 

●書籍「新しい日米外交を切り拓く ー沖縄・安保・原発・TPP、 

 多様な声をワシントンへ」（集英社） 

●「土記―ワシントン拡声器」 16/12/03毎日新聞 

●「幻の原発ゼロ」17/02共同通信配信 

●「日米関係を歪め続け、それでも 

 原発をあきらめない歪んだ欲望を止め 

 なければならない」17/03 『SIGHT』65号 

●『週刊プレイボーイ』2017年3月20日号 

                       等 



 

●日米原子力協定について 

・日米間の議論・ステークホルダー 

・日米において誰がどのように働きかけを行っているか 

・鍵となる米議会での、近年の米国と他国の１２３協定の議論 

●米国の原子力エネルギーについて 

・「斜陽産業」とされる米国の原発の実態詳細・理由・今後 

・バックエンドについての対応の変遷・今後 

●その他 

・米国の変化が日本の原発産業に与える影響 

・東芝とWHの現状・背景、その他日米原子力ビジネスのつなが
り・今後 

・トランプ政権とその影響  

・世界の原子力事情（ドイツ、フランス等）      等 



 

 ＜２０１７年度前半（実施済・実施中）＞ 

・これまでの調査を掘り下げるための、調査対象・方法等の検討・絞り込み 

・米調査に向けた日本国内における準備・文献調査・インタビュー 

・原子力協定満期を良い契機ととらえた日米における世論喚起。それを可能に
するための米議会情勢・ステークホルダー等についての調査 

・提言の作成・英語版作成 

・米国専門家との連携・米議会への働きかけ（２０１７年７月中旬訪米予定） 

・執筆中 書籍「原発の論点」（仮題） （新曜社）」（共著） 

  

 ＜２０１７年度後半＞ 

・米国における米研究者・米連邦議会議員・米政府関係者への調査実施 

・米ワシントンにてシンポジウムを開催 

・日米メディア・日米議員への働き掛け 
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